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第 ４  愛 媛 県 工 業 用 水 道 事 業 会 計 
 

１ 概  要 

 

 (1) 事業の実施状況 

   ア 工業用水道事業 

     工業用水道事業会計に属する施設は、松山・松前地区、今治地区及び西条地区の３工業用水道である。 

当年度における給水状況は次表のとおりで、年間契約給水量 84,362,505㎥に対し、実績給水量は 59,552,322㎥（給水率

70.59％）となっている。 

なお、令和 3年 3月31日現在の１日当たりの契約給水量は、西条地区工業用水道が前年度比 55㎥増の 69,370㎥となっている。 

今治地区工業用水道の給水率は 35.74％となっており、前年度（ 38.47％）より 2.73ポイント減少している。 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

契　約　率 実績給水量 給  水  率

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ)＝（Ｂ)／(Ａ) (Ｄ) (Ｅ) (Ｆ)＝(Ｅ)／(Ｄ)

ｍ 3/日 ｍ 3/日 ％ ｍ 3 ｍ 3 ％
106,000 106,000 100.00 38,690,000 31,964,460 82.62

今 治 地 区 工 業 用 水 道 55,800 55,800 100.00 20,367,000 7,278,641 35.74

西 条 地 区 工 業 用 水 道 87,420 69,370 79.35 25,305,505 20,309,221 80.26

計 　　       ① 249,220 231,170 92.76 84,362,505 59,552,322 70.59

令 和 元 年 度 実 績 ② 249,220 231,115 92.74 84,658,290 62,961,809 74.37

 増　    減(△）     ①-② 0 55 0.02 △ 295,785 △ 3,409,487 －

％ ％ ％ ％

①/②
－99.65 94.58－100.02

区        分

松 山 ・ 松 前 地 区 工 業 用 水 道

令 和 元 年 度 に 対 す る 比 率
100.00

計画給水量
（１日当たり）

契約給水量
（年間）

契約給水量
(１日当たり)



   イ 附帯事業（土地造成事業） 

     造成土地は、壬生川地区において昭和48年度に造成工事を完了したもので、旧干拓地の一部は、平成13年度及び平成19年度に中

小企業向け工業団地（ 171,267.85㎡）として基盤整備している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(A) (B) (A)-(B)

㎡ ㎡ ㎡

740,464.50 740,464.50 0.00

旧 干 拓 地

中小企業向け
工業団地

(追加整備分)

備　　考
残処分地

４ 号 埋 立 地

区　　　分
造成面積 処分面積

合　　　計

大 規 模
分譲用地

中小企業向け
工業団地

77,851.48 77,851.48 0.00

727,082.36 727,082.36 0.00

898,350.21 898,350.21 0.00

1,638,814.71 1,638,814.71 0.00

93,416.37 93,416.37 0.00



(2) 経営状況 

経営状況（消費税等を含まない額）は、営業収益に営業外収益、附帯事業収益と特別利益を加えた総収益が 1,610,084,405円、営業

費用に営業外費用、附帯事業費用を加えた総費用が 964,739,918円で、差引き 645,344,487円の純利益を生じており、総収支比率（総

収益÷総費用× 100）は 166.89％となっている。 

   前年度と比較すると、純利益は 31,550,897円（ 5.14％）増加し、総収支比率は 1.30ポイント上昇している。 

   また、累積欠損金は 9,250,248,343円となっており、前年度より 645,344,487円減少している。 

 

２ 予算及び決算の状況（決算報告書） 

  予算額に対する決算額及びその内容は、次のとおりである。 

 

 (1) 収益的収入及び支出 

   収  入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工業用水道事業収益決算額は 1,757,489,279円で、予算額に比べて 14,240,279円の増収となっており、執行率は 100.82％となって

いる。 

営業収益の主なものは、給水収益 1,546,917,423円である。 

 

予 算 額 に 比 べ

決 算 額 の 増 減 ( △ )

円 円 円

1,743,249,000 1,757,489,279 14,240,279

営 業 収 益 1,629,651,000 1,594,146,897 △ 35,504,103

営 業 外 収 益 82,749,000 114,434,541 31,685,541

附 帯 事 業 収 益 30,739,000 30,739,338 338

特 別 利 益 110,000 18,168,503 18,058,503

区　　　　　分

工 業 用 水 道 事 業 収 益

予　算　額 (Ａ) 決　算　額 (Ｂ)

％

100.82

97.82

138.29

16,516.82

備　　考

100.00

執行率
(Ｂ)／(Ａ)



支  出 

 

 

 

 

 

 

       

 

 

 

工業用水道事業費決算額は 1,088,981,441円で、 291,894,559円の不用額を生じており、執行率は 77.57％となっている。 

営業費用の主なものは、減価償却費 441,608,980円、給与費 200,398,034円である。 

   

 (2) 資本的収入及び支出 

   収  入 

 

 

 

 

 

 

 

資本的収入決算額は 199,167,497円で、予算額に比べて 30,731,503円の減収となっており、執行率は 86.63％となっている。  

 

 

円 円 円 円

1,403,828,000 1,088,981,441 22,952,000 291,894,559

営 業 費 用 1,189,754,000 914,668,302 22,952,000 252,133,698

営 業 外 費 用 202,552,000 166,292,239 0 36,259,761

附 帯 事 業 費 用 8,022,000 8,020,900 0 1,100

特 別 損 失 1,000,000 0 0 1,000,000

予 備 費 2,500,000 0 0 2,500,000

0.00

0.00

99.99

％

77.57

76.88

82.10

区　　分

工 業 用 水 道 事 業 費

不用額翌年度繰越額予算額 (A) 備　　考決算額 (B)
執行率

(Ｂ)／(Ａ)

予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減 ( △ )

円 円 円

2 2 9 , 8 9 9 , 0 0 0 1 9 9 , 1 6 7 , 4 9 7 △  3 0 , 7 3 1 , 5 0 3

他 会 計 か ら の 借 入 金 1 8 4 , 2 8 7 , 0 0 0 1 4 8 , 6 0 0 , 0 0 0 △  3 5 , 6 8 7 , 0 0 0

附 帯 事 業 収 入 1 , 0 0 0 0 △  1 , 0 0 0

固 定 資 産 売 却 代 金 5 5 , 0 0 0 1 0 , 9 6 7 , 4 9 7 1 0 , 9 1 2 , 4 9 7

雑 入 5 5 , 0 0 0 0 △  5 5 , 0 0 0

国 庫 補 助 金 4 5 , 5 0 1 , 0 0 0 3 9 , 6 0 0 , 0 0 0 △  5 , 9 0 1 , 0 0 0

予 算 額  ( A )

％

8 6 . 6 3

8 7 . 0 3

0 . 0 0

1 9 , 9 4 0 . 9 0

8 0 . 6 4

決 算 額  ( B )区 　 　 分

資 本 的 収 入

備 　 　 考

0 . 0 0

執 行 率
(Ｂ )／ (Ａ )



支  出 

 

 

 

 

 

 

 

 

資本的支出決算額は 871,979,775円で、56,373,225円の不用額を生じており、執行率は 93.93％となっている。 

なお、資本的収入額が資本的支出額に不足する額 672,812,278円は、損益勘定留保資金 672,812,278円で補てんしている。 

 

３ 経営成績（損益計算書） 

当年度の経営成績は別表１のとおりで、その内容は次のとおりである。 

当年度純利益は 645,344,487円となっており、前年度に比べて 31,550,897円（ 5.14％）増加している。 

 

 (1) 営業利益 

   営業収益 1,449,224,453円に対し、営業費用は 891,684,673円で、差引き 557,539,780円の営業利益を生じており、前年度に比べて 

23,441,927円（ 4.03％）減少している。 

   営業収益は、前年度に比べて 14,083,615円（ 0.98％）増加している。これは受託管理収益が増加したことによるものである。 

   営業費用は、前年度に比べて 37,525,542円（ 4.39％）増加している。これは主として給水費が増加したことによるものである。 

 

 

 

 

 

円 円 円 円

928,353,000 871,979,775 0 56,373,225

給 水 設 備 費 295,598,000 239,228,973 0 56,369,027

企 業 債 償 還 金 628,811,000 628,809,591 0 1,409

附 帯 事 業 費 3,943,000 3,941,211 0 1,789

国 庫 補 助 金 返 還 金 1,000 0 0 1,000 0.00

備　　考

％
93.93

80.93

99.95

執行率
(Ｂ)／(Ａ)

区　　分

資 本 的 支 出

不用額翌年度繰越額予算額 (Ａ) 決算額 (Ｂ)

100.00



 (2) 経常利益 

   営業利益に営業外収益 111,952,111円、附帯事業収益 30,739,338円を加え、営業外費用 65,034,345円、附帯事業費用 8,020,900円

を差し引いた経常利益は 627,175,984円で、前年度に比べて 13,382,394円（ 2.18％）増加している。 

   営業外収益は、前年度に比べて 26,525,055円（ 31.05％）増加している。これは主として雑収益が増加したことによるものである。 

   営業外費用は、前年度に比べて 8,576,880円（ 11.65％）減少している。これは主として支払利息が減少したことによるものである。 

   附帯事業収益は、前年度に比べて 1,722,386円（ 5.94%）増加しており、附帯事業費用は、前年度と同額である。 

 

 (3) 特別利益 

特別利益は、18,168,503円となっている。これは、今治公舎の敷地の売却益による。 

 

 (4) 当年度純利益 

   経常利益に特別利益 18,168,503円を加えた当年度純利益は 645,344,487円となっており、前年度に比べて 31,550,897円

（ 5.14％）増加している。 

 

４ 剰余金の状況 

 当年度における剰余金の増減については、次のとおりである。 

 

 (1) 資本剰余金 

ア 国庫補助金 

    前年度末残高 254,140,284円と同額である。 

  イ その他資本剰余金 

前年度末残高 76,666,321円と同額である。 

 

(2) 未処理欠損金 

前年度繰越欠損金 9,895,592,830円に、当年度純利益 645,344,487円を加えた、当年度末処理欠損金は 9,250,248,343円となってい

る。 



５ 財政状態（貸借対照表） 

   当年度末における財政状態は別表２のとおりで、その内容は次のとおりである。 

資産は 18,666,173,246円となっており、前年度に比べて 66,210,201円（ 0.36％）増加している。 

  負債は 23,794,162,543円、資本は △5,127,989,297円となっており、前年度に比べて負債は 579,134,286円（ 2.38％）減少し、資

本は 645,344,487円（ 11.18％）増加している。 

 

 (1) 資  産 

  ア 固定資産は 12,333,716,824円で、資産合計に対する構成比率は 66.08％となっており、前年度に比べて 235,450,596円

（ 1.87％）減少している。これは主として有形固定資産が減少したことによるものである。 

  イ 造成土地は 662,781,979円で、資産合計に対する構成比率は 3.55％となっており、前年度と同額である。 

ウ 流動資産は 5,669,674,443円で、資産合計に対する構成比率は 30.37％となっており、前年度に比べて 301,660,797円

（ 5.62％）増加している。これは、主として現金預金が増加したことによるものである。 

    なお、未収金は 177,440,190円となっており、納期未到来分である。 

 

 (2) 負  債 

  ア 固定負債は 20,951,471,215円で、負債資本合計に対する構成比率は 112.24％となっており、前年度に比べて 488,723,658円

（ 2.28％）減少している。これは建設改良費等の財源に充てるための長期借入金が増加した一方で、主として建設改良費等の財源

に充てるための企業債が減少したことによるものである。 

イ 流動負債は 785,177,743円で、負債資本合計に対する構成比率は 4.21％となっており、前年度に比べて 62,605,951円

（ 7.38％）減少している。これは主として未払金が減少したことによるものである。 

ウ 繰延収益は 2,057,513,585円で、負債資本合計に対する構成比率は 11.02％となっており、前年度に比べて 27,804,677円

（ 1.33％）減少している。 

 

 (3) 資  本 

  ア 資本金は 3,791,452,441円で、負債資本合計に対する構成比率は 20.31％となっており、前年度と同額である。 

イ 剰余金の内訳は、資本剰余金 330,806,605円、欠損金 △9,250,248,343円となっている。 



６ キャッシュ・フロー（キャッシュ・フロー計算書） 
当年度におけるキャッシュ・フローは別表３のとおりで、その内容は次のとおりである。 

業務活動によるキャッシュ・フローは 1,079,023,511円、投資活動によるキャッシュ・フローは △270,600,609円、財務活動による 

キャッシュ・フローは △484,150,802円となっている。資金期末残高は 5,366,022,644円となっており、前年度に比べて 324,272,100

円（ 6.43％）増加している。 


